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■子育て世帯の転出
・鳥飼地域では、０歳から９歳の子どもと、その親

世代にあたると想定される25歳から39歳の年齢層
が大幅に転出している。

■０～４歳人口と児童生徒数
・鳥飼地域の「0～4歳人口」について、全市の減少数が

10年間で約100名に対し、鳥飼地域の減少数が約500名
となっており、とりわけ鳥飼西、鳥飼北小学校区に
おける「0～4歳人口」の減少数が顕著となっている。

・児童生徒数（小学1年生～中学3年生）について、鳥飼
地域の児童生徒数は一部増加している期間があるもの
の、10年間全体としては、減少傾向にある。

小学校区別・年齢別社会増減

■学校教育の現状
・2019年度から、鳥飼東小学校ではすでに全ての学年で単学級、鳥飼小学校においても４学年で単学級となっており、

学校の小規模化が進行している。 ※（次頁「学校の小規模校化について」参照）

■高齢化の進行
・市全体と鳥飼地域の人口３区分について、2017年時点では全ての区分がほぼ同じ割合であるものの、

2057年においては、全市よりも高齢化が進行すると想定される。
・年少人口と生産年齢人口は、2057年には2017年と比べて約７割減少すると推計される。
・老年人口はほぼ横ばいに推移するものの、年少人口、生産年齢人口共に減少する結果、2057年の鳥飼地域の

老年人口割合（高齢化率）は約50％となり、極めて高い水準になると推計される。

■高齢者単身世帯
・鳥飼地域では他地域と比較して、高齢者単身世帯の割合が高くなることが見込まれる。また、人口は減少

傾向にあるなか、ひとり暮らしの高齢者の人数は男女ともに増加傾向している状況となっている。

課題 課題

■未就学児と子育て世帯の減少
・鳥飼地域では、子育て世帯の減少が続いており、とりわけ未就学児

の減少が大きい。その影響を受け、鳥飼東、鳥飼小学校ではすでに
生徒数の減少が深刻化している。

⇒教育・子育て環境の充実

■児童生徒数の減少に伴う学校規模の縮小
・学校規模の縮小は、集団の中で学び合う機会の減少や、クラブ活動

等の設置が限定される等、学習環境面への影響が生じる恐れがある。
⇒少子化に対応した学校づくり、学校規模の適正化

■地域における子どもの活動場所の減少
・このまま年少人口の減少が続くと、子ども会等の地域活動の場所の

減少が懸念される。
⇒学校等、教育施設を活用した地域づくり

まちづくりへの影響

■見守り・支援体制
・深刻な人口減少や高齢者単身世帯の増加を踏まえると、新たな見守

り・支援体制を構築するとともに、高齢者の活動の場を創出するな
ど、地域全体で高齢者を支援できる体制を強化していくことが求め
られる。
⇒地域包括ケアの充実、見守り体制の強化、活動機会の確保

■健診等未受診者が抱えるリスク
・鳥飼地域は、他の地域と比較して診療機関等が少ない。
・また、市立保健センターが安威川以北にあることも、特定健診の受

診率低下の要因の一つであると考える。
・健診等受診率の低下は、将来的に疾病の重症化を招く等、住民の健

康に影響を及ぼす恐れがある。
⇒身近な健診会場等の確保、移動支援

「⑤地域コミュニティの機能低下」について、
（1）自治会といった住民組織の高齢化・担い手不足、消防団の団員数の

減少は、地域の防災力の低下など共助機能の不全が懸念される。
（2）地域住民の減少は、地域の祭りのような伝統行事など歴史や伝統文

化の継承を困難にする恐れがあり、地域活動の縮小は、住民同士の交
流の機会を減少させ、地域のにぎわいや地域への愛着が失われていく。

少子高齢化がまちづくりに与える影響は、大きく以下の5点があげられる。

①生活関連サービス（小売・飲食・娯楽・医療機関等）の縮小
②税収減による行政サービス水準の低下
③地域公共交通の撤退・縮小
④空き家等の増加
⑤地域コミュニティの機能低下

■特定健診受診率

出典：摂津市統計要覧

出典：摂津市統計要覧

■我が国における少子化をめぐる現状
・年間の出生数は、第1次ベビーブーム期には約270万人、

第2次ベビーブーム期の1973年には約210万人であったが、
1975年に200万人を割り込み、それ以降、毎年減少し続け
ている。

出生数及び合計特殊出生率の年次推移

出典：厚生労働省「人口動態統計」

出典：摂津市「2040年問題を背景とした行政課題等の分析及び解決に向けた基礎調査等支援業務報告書」

出典：摂津市「2040年問題を背景とした行政課題等の分析及び解決に向けた基礎調査等支援業務報告書」

出典：摂津市「2040年問題を背景とした行政課題等の分析及び解決に向けた基礎調査等支援業務報告書」
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１ 経緯

平成29年度より鳥飼東小学校における全学年単学級が危ぶまれはじめ、平成30年度より、第五中学校区の今後
についての検討を開始

２ 現状

（１）児童生徒数の推移

４ 上記を踏まえて検討すべき事項

子どもの教育（成長）のためには、一定の「集団」での学びが必要。そのためには、どのような環境が適切であ
るか、多方面から検討する必要がある。

３ 将来予測（「5～14歳人口」の見通し）

・小中学校の学齢に対応する
「5～14歳人口」の推計

・Ｒ3は住民基本台帳データに基づく
人数のため、上記実際の児童生徒数
とは差異がある。

（２）教育委員会の取組内容

５ 検討を進めるにあたり踏まえておかなくてはならない課題

通学路や通学時間、学級数、クラスの人数、ＰＴＡの運営等。また、学校が子どもの日常を過ごす教育の場であ
るとともに、地域のコミュニティの中心であることから、これまでの学校の歴史的経緯等も踏まえて検討を行う。

学校の小規模化について

他市の事例等をもとに、校区再編や小中一貫校の設置等の学校の在り方の研究を実施。令和３年度は第五中学
校にとどまらず、鳥飼地域の児童生徒数の推移等、長期的な視点で鳥飼地域の学校の在り方を検討するための
基礎資料を作成中。

高齢者の活動・コミュニティ等の場・機会について

：旧耐震基準

：新耐震基準であ
るものの耐用年
数超

集会所利用率（％）

１ 公民館・集会所における老朽化等の状況

 公民館・集会所全23施設のうち、10施設が旧耐震基準の建物
 新耐震基準の建物であっても、耐用年数を超えている施設が13施設中11施設となっている

２ 身近な活動・コミュニティの場である集会所の利用状況 ※新型コロナ感染症の影響前の
年度を記載

 利用率の低い場所も
ある

・子どもたちの成長や安全・安心の確保を地域全体で支える観点が重要。
・学校が小規模化していく中で、活力のある学校づくりのためには地域との連携・協働が不可欠。
・地域の多様な住民が参加することで、地域への愛着や誇りが育まれ、将来を担う人材が育成できる。

・学校施設と他の公共施設等との複合化や余裕教室等の活用により、学校・教育と地域コミュニティの形成・
強化を図ることが期待できる。

６ まちづくりと学校・教育との関連性

小学校区 Ｒ3 Ｒ9 Ｒ14 Ｒ19 Ｒ24 Ｒ29 Ｒ34 Ｒ39

第二
中学
校区

鳥飼西 700 673 641 569 523 480 433 386

鳥飼北 602 511 451 371 317 273 232 194

第五
中学
校区

鳥飼 360 316 263 212 177 148 121 96

鳥飼東 291 231 196 158 131 107 87 70

出典：摂津市「2040年問題を背景とした行政課題等の分析及び解決に向けた基礎調査等支援業務報告書」

長期的展望は現在調査中であるが、住民基本台帳上では特に第五中学校区での小規模化がますます進み、いず
れは第五中学校においても単学級化が見られる見込み。

３ まちづくりと高齢者の活力との関連性

出典：摂津市統計要覧

・豊富な経験・知識を有し、時間にゆとりのある高齢者が増加していく見込み。
・将来、ボリュームゾーンとなる高齢者が活躍できる場所や機会の充実を図ることで、コミュニティの形成に

つなげることが可能。
・しかしながら、地域で活動する場所について、老朽化やバリアフリー化、利用率等の課題がある。

・活力ある地域づくりのためには、誰もが気軽に集い、安全安心に利用でき、高齢者の活躍の場や機会が創出されて
いることが重要

・一方で、公共施設等も経年劣化、利用需要の変化を踏まえ、集約化・複合化を検討していく必要がある。

・鳥飼地域では、国が定める標準学級数（12～18学級）をすでに下回っている学校もある。
・学校と地域コミュニティは密接に関係していることから、まちづくりと一体的に検討する必要がある。
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■このままだと・・・
（1）自治会といった住民組織の高齢化・担い手不足、消防団の団員数の減少は、地域の防災力の低下など共助機能の不全が懸念される。
（2）地域住民の減少は、地域の祭りのような伝統行事など歴史や伝統文化の継承を困難にする恐れがあり、地域活動の縮小は、住民同士の交流の機会を減少させ、地域のにぎわいや地域への愛着が失われていく。

少子化に伴うコミュニティ分野で課題と対応 高齢化に伴うコミュニティ分野で課題と対応

少子高齢化時代におけるコミュニティの役割

これまで子育て・教育は、親族や地域社会の互助を前提として行われてきたが、地域コミュニティの衰退に伴い困
難になりつつある。

■親世代
親同士が子育て情報を交換し、助け合う機会が少なくなり、子育てをする親が孤立していく傾向がある。
育児不安や育児ストレスの相談ができないといった孤立状態につながる。

少子化・核家族化の進展に伴い、家族の機能が低下し、地域のつながりの希薄となり、社会的な孤立が発生するリ
スクが高まる

阪神・淡路大震災(1995 年)では、倒壊した家屋などの下敷きになって救助が必要とされた人のうち約８割は、近隣
住民などによって救出されたと言われている。
行政の力だけでは限界があることが痛感され、全国からボランティアが集まりこの年が「ボランティア元年」と言
われるようになったことなど、「公助」に対する「互助・共助」の力の重要性が認識された。

■子ども
家庭に関する変化は、核家族、ひとり親家庭、共働き世帯の増加など、家族形態の変容やつながりが希薄化。
多様な価値観を持った人々との交流や体験の減少などを背景として、子どもたちの規範意識や社会性、自尊意識
等に対する課題等が懸念される。

■鳥飼まちづくりグランデザインアンケート調査
「子どもの居場所」「遊び場」の充実といった子どもたち
が安心して過ごせる環境や「子育て支援拠点」の充実と
いった子育て不安の解消や親同士のつながり等を求める
ニーズが高い。

次代を担う子ども達が育つ安全で快適な環境づくりが必要

まちづくりとして必要なこと

まちで暮らし、働く一人ひとりがまちの主役として、積極的に参加すること

地域の歴史や文化の息吹を守り、大人たちが次代を担う子ども達に伝えてい
く機会を確保

様々な人々が交わり、参加しながら住まい、コミュニティを醸成

（参考）鳥飼地域のひとり親と子の世帯数の推移
（2008年 → 2017年）

鳥飼西小学校区 307世帯 → 371世帯
鳥飼北小学校区 330世帯 → 381世帯
鳥飼小学校区 195世帯 → 228世帯
鳥飼東小学校区 169世帯 → 154世帯

■鳥飼まちづくりグランデザインアンケート調査
「地域包括ケア」や「移動支援」の充実といった高齢者に
なっても住み慣れた地域で安心して生活できる環境を求め
るニーズが高い。

環境づくりとして必要なこと

総合的な学習の時間を活かし、地域との密接な関わり

子ども達の居場所、異世代間、子ども同士のコミュニ
ケーション

子ども達の安全の確保、多様な体験などによる「生き
る力」の育成

■職場体験や農業体験などの体験学習の機会
確保

■ゲストティーチャーとして地域人材の確保
■図書館等での子ども参加型イベント
■福祉施設などでの異世代間交流イベント
■児童センターの整備
■子ども食堂運営
■大学生等による学習支援

環境づくりとして必要なこと

高齢者の生活をサポートする相談体制の整備

健康づくり・生きがいづくり・活動拠点の確保

地域とのつながり

■地域包括支援センターの充実
■身近な集会場などのつどい場としての

機能の充実
■多世代との交流の機会確保
■活動できる場の充実
■みんな食堂運営

高齢者がいきいきと生活できる環境づくりが必要

少子化・高齢化に係る課題の合理的解決を図るため・・・

○人口減少、少子高齢化社会の中で、教育環境の向上を図りつつ、学
校施設と他の公共施設等との複合化を検討。

⇒少子高齢化社会における高齢者や子育てニーズへも対応

○学校が地域の施設と複合化することで、学校教育に地域のコミュニ
ティの協力が得やすくなることから、地域の活性化と併せて教育の
活性化も図れるよう学校施設の在り方を含めて検討を進める。

⇒教育の活性化、地域の活性化、
効果的・効率的な学校施設の整備



100年先の未来を見据えて 参考資料

鳥飼まちづくりグランドデザインでは、将来のまちの姿を見据えた上で、長期的な視点からのまちづくりの方向性を定

め、その方向性に沿った中期、短期に取り組むべき具体的取組を検討するものとしているが、100年先はもちろんのこと、
10年先の世の中ですら、正確に予測することは困難。

しかし、現在の急速な情報技術の進歩、働き方改革など社会的潮流の変化から、人々の生活が大きく変わっていくこと
は想定される。

○Society5.0
○脱炭素社会
○技術革新
○英語の共有語化
○ＵＡＶ（ドローン）・ＶＲ・ＡＲ
○働き方改革
○新型コロナウイルス感染症の影響による

新しい日常への移行 等

社会潮流

○会社に行かなくても仕事ができる
○買物はネットですべて完結
→国境を超えた活動が活発化

○公共交通機関も自動運転
○空飛ぶ自動車の普及

⇒通勤や買い物等の負担が軽減され、ゆとりある
居住環境へのニーズが高まることが期待

将来は・・・？

ＳＤＧs(Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標）)

持続可能な開発目標（ＳＤＧs）とは、2015年9月の

国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030
アジェンダ」にて記載された2016年から2030年までの国際
目標。

持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のター
ゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない
（Ieave no one behind）ことを誓っている。

100年先の未来を見据えた鳥飼のまちづくりを考えていく
ことは、鳥飼地域の存続のために様々な取組を進めていく
が、「鳥飼らしさ」は維持させるというもの。

これは、ＳＤＧsと志を同じくするものであり、グランド
デザインではこの視点を持ち合わせる必要がある。

２ 子どもや高齢者にやさしい環境づくり

５ 地域資源を活かしたにぎわい・魅力
あふれる環境づくり

鳥飼まちづくりの基本方針

３ 誰もが移動しやすい環境づくり

４ つながってみんなが活躍できる環境づくり

１ 自助 共助 公助（みんな）でつくる
安全安心

鳥飼まちづくりの基本方針（案）

鳥飼まちづくりの基本方針（案）のもと、ＳＤＧsの視点を持ち合わせながら各分野における取組を推進

まちづくりの方向性（案）

100年先の鳥飼地域のまちづくり未来のために持つべき視点

長期的な将来イメージ

■自然災害や犯罪・事故から住民の命を守る「安全安心のまち」が形成されている。
■自宅の最低敷地面積が拡大し、ゆとりある居住環境を形成。併せて、狭隘道路が解消し、自動車等

の交通の円滑化が図れている。
■淀川や水路・水田を活かした地域住民はもとより来訪者にとっても憩いの場となる空間が創出され

ている。
■新しい店や企業が開業しており来訪者が増え、様々なイベントも開催されている。
■企業と住民が結びつき、自らが主体となってまちづくりが活発化している。
■歩きたくなる空間が整備されており、子どもからお年寄りまで元気に活動している。
■良好な交通ネットワークが形成されている。

鳥飼地域の自然や風景を活かしながら・・・

■高台まちづくりの推進
（例 河川防災ステーションの整備促進、とりかいこども園の高台化検討など）

■避難計画（体制）づくり（例 SOS避難メソッド、災害時の鳥飼仁和寺大橋の活用など）
■地域防災力の向上（例 企業防災の推進、自主防災組織の育成など）

そのために・・・

防災対策

■住民の自動車利用の充実（例 幹線道路と生活道路の分離、渋滞解消など）
■歩行空間や自転車利用空間の確保
■狭隘道路の解消（例 避難経路の確保など）
■公共交通の充実

道路交通（基盤整備）

■既存資源の活用（例 新幹線公園、銘木団地、公園を活用した地域ごとの小さな拠点整備など）
■公共施設の再配置による新たな価値の創出（例 公共施設の複合化、居場所づくりなど）
■南摂津駅前を中心としたにぎわいづくり（例 ウォーカブルな空間、プレイスメイキングなど）
■河川防災ステーションの平時利用や淀川河川敷等の一体的な活用
■農業を活用したにぎわいの創出（例 体験型農園、地産地消の拠点など）
■水路を活かした憩いとにぎわいの創出

■教育・子育て環境の充実（例 子育て支援施設の拡充、子どもの居場所づくりなど）
■少子化に対応した学校づくり、学校規模の適正化（例 義務教育学校など）
■学校等、教育施設を活用した地域づくり（例 コミュニティ施設との複合化など）

少子化への対応（子育て・教育）

■生きがいづくりや社会参加の支援（例 居場所づくり、活動機会の確保など）
■健康づくり・疾病予防の充実（例 身近な検診会場等の確保など）
■地域包括ケアシステムの充実（例 福祉の総合相談体制の構築、移動支援など）

高齢化への対応（福祉）

コミュニティ・にぎわいづくり


